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要旨：自己充填コンクリートの流動障害間隙通過時の圧力損失発生･増大モデルについて，

モルタルの粘性を考慮したモデルを示し，その妥当性を，モデル自己充填コンクリートおよ

びモルタルを使用した可視化実験および回転粘度計によるレオロジー測定値を用い検証した。

結果，モルタルの粘性は粗骨材増大量に影響し，圧力損失に影響を及ぼすことを示した。ま

た，本モデルは，既報と比較し，圧力損失の推定値と実測値の乖離が小さくなることを示し，

本モデルにおける圧力損失推定方法はおおむね妥当であるとした。 
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1. はじめに 

 筆者らは，これまで，自己充填コンクリートの

型枠内流動時に生じる圧力損失発生機構について，

簡易な力学的モデルに基づいた検討を種々行って

きた1),2)。この過程で，仮想細管理論に基づき，

流動障害となる鉄筋周辺において流動停止寸前の

コンクリート中の粗骨材粒子が密集し，その間隙

をモルタルが流動する状況をモデル化し，圧力損

失を推定する方法，および，粗骨材粒子が局所的

に増大することによりコンクリートの見かけの降

伏値が増大し，その結果，コンクリートの変形抵

抗が増大し，圧力損失が大きくなるとする推定方

法について，提案・検討してきた。 

 しかし，簡易な力学モデルを提案してきたもの

の，いずれもモルタルおよびコンクリートの降伏

値については要因として取り入れているが，粘性

については，十分に考慮できておらず，モデルに

基づく圧力損失の推定値は実測値の変化の傾向を

よく示すものの，値は乖離していた。そこで，本

論では，モルタルの粘性を変化させ，モルタルお

よびコンクリートのレオロジー特性が圧力損失に

およぼす影響について実験的検討を行った結果を

まとめたものである。 

2．粘性を考慮した圧力損失推定モデル 

2.1 圧力損失現象の発生過程について 

 モデル化した圧力損失発生･増大過程を示す2)。 

[1] 間隙部の粗骨材の停滞 

 型枠内を流動するコンクリート内部では，流

動障害付近で粗骨材が障害を迂回する。また障

害周囲で粗骨材自体が接触・回転運動し，見掛

け上，粗骨材流速は低下し，流動が停滞してい

るように見える。 

[2] 流動障害上流側での粗骨材量の局部増大 

 上流側から順次コンクリートが流入し，[1]の

結果，流動障害上流側近傍にて粗骨材量が局所的

に増大する。 
[3] 応力伝達メカニズムの変化 

 ここでは，コンクリートを固相の粗骨材と液相

のモルタルの固液二相系混相流体と見なす。粗骨

材量の局所増大により，コンクリート中に変形し

ない粗骨材粒子が多数存在することになる。この

ため，通常はビンガム流体として扱うことができ

るコンクリートが，この部分では異なる挙動や内

部での力の伝達機構が変化すると考えられる。粗

骨材が増加すると粗骨材粒子間隙を埋めるモルタ

ル量は減少し，粗骨材粒子の動きが拘束され，密
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になった粗骨材粒子間では鉛直力が生じ，これに

伴い表面にはせん断力が生じる(図－1，図－2)。 

[4] 降伏値およびせん断抵抗の増大 

[3]より，粗骨材量の局所増大は粗骨材粒子間

の鉛直力の増大につながる。このため，コンクリー

トの変形抵抗は局所増大し，コンクリートの見掛

け降伏値は増大する。 
[5] 圧力損失の増大 

流動障害鉄筋間を通過する自己充填コンクリー

トにおける鉄筋周辺の力の釣合を図－3のように

模式的に表すと，コンクリートに作用するせん断

応力は図中の式となる。鉄筋に作用する力は，鉄

筋障害におけるコンクリートの流動力の損失分に

等しいとすると，図中の式は圧力損失の推定式と

みなすことができる。従って，式(1)により降伏

値の増大に伴い圧力損失が増大することが分かる。 

cLD
DP τ
+

=∆
2             (1) 

ここで，∆P: 圧力損失(Pa), D: 鉄筋直径(mm), L: 

あき間隔(mm), τc:コンクリート降伏値(Pa)とした｡ 

2.2 モルタルの粘性を考慮した圧力損失推定モデ

ルに関する検討 

自己充填コンクリートの粘性変化は，主に分離

抵抗性と流動性の変化に関係すると考えられる。

また，型枠内流動時には流動速度にも影響する。

これらの変化は，コンクリートの流動障害通過性

に大きく影響すると考えられる。そこで，粘性の

違いが粗骨材量の局所増大に及ぼす影響を考慮す

るため，次に示す各推定式について検討した。 

(1) 流動障害近傍での粗骨材粒子の挙動 

 流動障害近傍にて流動が妨げられる結果，コン

クリート中の粗骨材は流動障害と接触･衝突し，

また障害を迂回する挙動を呈し，障害周囲に沿っ

た回転運動をする。一方，モルタルでは流動障害

により流線は乱れるものの，粗骨材ほどの影響は

受けず，流動を続けようとする。このため，コン

クリート中では粗骨材とモルタルの間で流動方向

の移動速度に差が生じ，均一性を失い，材料分離

を生じる。また，後続流により，この現象が連続

的に生じ，障害近傍では粗骨材が局所的に増大す 
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図－４ Xv’の変化の概念図 

 

ることになる。既報の試験結果1),2)より，この局

所増大の程度は配合時粗骨材絶対容積割合と障

害あき間隔の影響を受けると予測できた。また，

モルタルの粘性の影響も現れると予測された。そ

こで，この現象に関する推定式の導出を試みた。 

(2) 局所的粗骨材絶対容積割合増分の算定方法 

 粗骨材絶対容積割合Xvが局所増加し，Xv’とな

るとすると，Xv’はXvの増大に伴い大きくなる。

また，障害あき間隔Lが狭小化するとXv’の変化は

大きくなる。この概念図を図－4に示す3)。ここで，

縦軸は配合時Xvに対する増分Xv’の比とし，これ

とXvとの関係は式(2)のように表せる。 

   1'
+Γ= Xv

Xv
Xv             (2) 

 また，あき間隔Lが狭小化するに従い，図－４

の各直線の傾きΓは大きくなる。そこで，これを

表すため，ここでは相対間隙比Lrを定義した。Γ

とLrの関係を概念的に表すと図－５のようになり，

式(3)および式(4)で表されるとした3)。 
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   bLra −⋅=Γ             (3) 

   
DL
LLr
+

=              (4) 

 ここで，D: 流動障害径(mm), L; あき間隔(mm) 

 式(3)における係数aおよびbは，モルタルのレ

オロジー特性の影響を含む値と考えられる。そこ

で，これらの係数を次に示す可視化実験による粗

骨材分布状況の把握データからの算出を試みた。 

(3) 可視化実験による流動状況の把握 

 可視化実験は既報1),2)と同様に，増粘剤を添加

した水をモデルモルタル，人工軽量骨材(最大寸

法15mm, 密度1.31g/cm3)をモデル粗骨材とした。

絶対粗骨材体積割合Xvは0.26, 0.30および0.34の3

水準として混合し，モデルコンクリートとした。

また，モデルモルタルに対する増粘剤添加率(Vis.)

を12.5, 15.0および17.5%の3水準とし，モルタルの

粘性と粗骨材挙動の変化を検討した。 

 図－６に可視化実験に用いたモデル型枠の形状

を示す。型枠全体は透明アクリル板製であり，内

部が直接観察できる。型枠の水平流動部中央に透

明アクリルパイプ製の流動障害を設置した。障害

の外径は22, 18, 15および10mmとし，これに合わ

せてあき間隔を21, 24, 26および30mmとした。こ

れは，自己充填コンクリートが閉塞せず通過流動

する間隔が並行配筋では ( )r32 + (rは球体と見な

した場合の粗骨材半径)以上4)とされること，また，

この条件となる間隔は，本試験条件では約28mm

なり，このあき間隔付近における間隙通過性の詳

細な検討を試みたためである｡ 

 試験方法は，モデル型枠のタンク部に調製した

モデルコンクリートを上縁まで充填し，ゲートを

開放し，流動･自己充填させ，流動停止時のタン

ク部およびせり上がり部の自由表面高さの差∆h

を計測し，圧力損失∆Pを次式から求めた。 
   hgP c ∆=∆ ρ                          (5) 

 ここで，ρc: モデルコンクリートの密度(g/cm3), 

g: 重力加速度(=980.665cm/sec2)とした。 

 また，流動開始から停止までの間の流動状況を

ビデオカメラで撮影した。流動停止時の画像から

図－７に示すAREA1およびAREA2における粗骨材 

－５図   ΓとLrの関係の概念図
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図－６ 可視化実験に用いた型枠 
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図－７ 可視化領域と領域設定の概念図 
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図－８ 二値化処理を施した画像の例 

 

について，図－８のように粗骨材が白色となるよ

うに画像解析ソフトにより二値化処理を施し，白

色の面積割合を粗骨材面積割合S1およびS2とした。
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また，次式によりAREA1における局所粗骨材割

合増分∆XvおよびXv’を求めた。 

   Xv
SS
SSXv

21

21

+
−

=∆                     (6) 

   Xv’=Xv+∆Xv                        (7) 

 なお，可視化実験で撮影される画像は，流動す

る試料全体であり，深い部分も撮影される，しか

し，深い部分の粗骨材粒子の輝度は低く，二値化

処理ではモルタルとほぼ同値となる．このため，

粗骨材面積率算出では，型枠上面近くの約15mm

程度の深さまでの粗骨材の情報を取得しているこ

とになることを付け加える。 

(4) 粗骨材局所増分とモルタル粘度の関係 

 図－９にあき間隔毎のXv’/XvとXvの関係につい

て示す。図中の直線は各プロットの近似式を式(2)

とし求めたものである。 

 これらより，あき間隔Lの狭小化に伴いXv’が増

加し，また，モルタルの塑性粘度ηmの増大により

粗骨材量の局所増大の程度は小さくなることがわ

かった。 

 図－10に相対間隙比Lrと係数Γの関係について，

増粘剤添加率毎に打点し，式(3)の形の関数を近

似関数とした曲線を示す。粘度の増大に伴いLr

が小さい場合，Γが減少し，また，ηmの増大によ

り，粗骨材の局所増加が緩和されることが示され

た。粘性毎のLrとΓの関係は次式のとおりである。 

   

( )
( )
( )⎪⎭

⎪
⎬

⎫

⎪
⎩

⎪
⎨

⎧

⋅=
⋅=
⋅=

=Γ
−

−

−

sPa748.00158.0
sPa545.00177.0
sPa507.00189.0

21.4

30.4

34.4

m

m

m

Lr
Lr
Lr

η
η
η

  (8) 

式(8)より，式(3)における係数aおよびbがモル

タルの粘性により異なることが示された。従って，

これら係数a, bはηmの影響を受けるとし，ηmと係

数aおよびbの関係を調べた。その結果を図－11

に示す。また，係数aおよびbのηmとの関係につい

て，それぞれ直線回帰した場合の近似関数を図中

に示す。なお，本検討ではモルタルの粘性を3種

類しかないため，打点はそれぞれ3点しかない上，

簡便のため直線回帰としたが，重相関係数は0.93

および0.97となった。よって係数a, bがηmと高い 
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図―９ 画像解析によるXvとXv’/Xvの関係 
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相関を有することが示された。なお，本実験から

得られた係数aおよびbの近似式を次に示す。 
   02447.001167.0 +−= ma η           (9) 

   587.45064.0 +−= mb η              (10) 

以上により，実験値からの推定式ではあるが，流

動障害近傍にて局所的に増大する粗骨材絶対容

積割合に対するモルタルの粘度の影響について示

すことができるものとした。 

(5) 粗骨材絶対容積割合とコンクリートの見掛け 

の降伏値との関係 

 コンクリート用回転粘度計を使用し，ツーポイ

ント法5)によりモデルコンクリートにおける粗骨

材絶対容積割合Xvとモデルコンクリートとモデル

モルタルの降伏値の比である相対降伏値τc/τmの関

係を求めた。図－12に増粘剤添加量毎の相対降伏

値と粗骨材絶対容積割合の関係を示す。図中の直

線は次式で表される近似直線である。 

   1+= cXv
m

c

τ
τ                       (11) 

 この係数cについて，本論と同様の方法で行っ

た増粘剤添加率20%の近似式( 1830.5 += Xvmc ττ , 

R2=0.956)値を加え，モルタル塑性粘度ηmとの一

次相関について検討した結果，次式を得た。 
   509.0816.6 −= mc η                (12) 

 従って，モルタルの粘性が増大することにより，

粗骨材絶対容積割合Xv増大に伴う相対降伏値

τc/τmの変化割合が大きくなることが示された。 

 (6) 圧力損失の推定 

 前述の推定した圧力損失発生･増大メカニズム

に基づき，圧力損失の推定を行った。 

 ここでは，前述(5)の結果を元に，モデルモルタ

ルおよびモデルコンクリートを用いた回転粘度計

によるレオロジー定数の測定結果(式(11)および式

(12))およびモデルモルタルの0打フロー値，J14漏

斗流下時間の測定結果から得られた実験式を式

(13)および(14)に，コンクリートの推定降伏値の

簡易算定式を式(15)にそれぞれ示す。 
   7.203)2(553.0 0 +−= Rmτ            (13) 

   387.00251.0 14 += tmη               (14) 

   ( ) 1509.0816.6 +−= Xvmmc ηττ      (15) 

τc/τm= 2.4826Xv + 1
R2 = 0.7548
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図－12 相対降伏値と粗骨材絶対容積割合の関係 

 

ここで，τm: モルタル降伏値(Pa)，ηm: モルタ

ル塑性粘度(Pa･s)，R0: 0打フロー半径(mm)，t14: J14

漏斗流下時間(s)，とした。 

式(15)に示すように，相対降伏値τc/τmは，モル

タル粘度の影響を考慮した上で，そのコンクリー

ト中の粗骨材絶対容積割合Xvの影響を受ける。そ

こで，式(15)のXvに式(2),式(3)および式(4)により

示される流動障害近傍の局所増大後の粗骨材絶

対容積割合Xv’を代入することにより，局所増大

部分のコンクリート降伏値を推定できるとした。 

 この結果を基に，推定されたコンクリートの降

伏値τcを式(1)に代入することにより，圧力損失∆P

を求めた。本論の範囲における∆Pの推定式とし

て次式を示す。 
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( ) mcXv
LD
DP τ12

+
+

=∆                (16) 

 ただし， 509.0816.6 −= mc η  とした。 

 (7) 推定値と実測値の比較 

 式(16)から得られる推定値と可視化流動試験に

おける充填高さの差から算出した圧力損失実測値

との比較を行った。その結果を図－13に示す。 

 図より，圧力損失の実測値と推定値の乖離が既

報2)と比較して小さくなったため，本論の圧力損

失推定方法による精度は向上したと考えられる。

しかし，未だ乖離が大きい場合も存在する。乖離

が大きいと考えられるの，モルタルの粘性が低く，

流動障害あき間隔が小さい条件である。この原因

として，粗骨材の接触摩擦増大に伴うコンクリー

トの流動力減少の影響を十分に勘案できていない

ことが挙げられ，推定精度向上のため，さらなる

検討を続ける。 

 

3．まとめ 

 モルタルの粘性を考慮した自己充填コンクリー

トにおける流動障害間隙通過時の圧力損失発生･

増大モデルを提案し，本モデルによる推定の妥当

性について，モデル自己充填コンクリートおよび

モルタルを使用した可視化実験および回転粘度計

によりレオロジー測定値を用い検証した。 

 その結果，既報と比較し推定精度の向上がみら

れたため，本論における圧力損失推定方法は妥当

であると思われる。 

またモデルモルタルおよびモデルコンクリート

のレベルではあるが，モルタル粘性の違いが粗骨

材量の局所増大に及ぼす影響について実験を通し

て推定することが可能となった。 
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図－13 圧力損失の推定値と実測値の比較 
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